
名古屋刑務所の概要 

 

１ 職員関係（令和４年１１月末現在） 

 職員定員：４５４名 

職員現員：４４８名（行政職２名、公安職４０７名、医療職３９名） 

  年齢構成：２０代８７名、３０代１１１名、４０代１２４名、５０代以上

１２６名 

  男 女 比：男性約９３％、女性約７％ 

 

２ 収容関係（令和４年１１月末現在） 

  収容定員：２，４２７名（共同室１８２室、単独室１，２０７室） 

  収容人員：１，２３４名（未決８名、既決１，２２６名） 

収 容 率：５０．８４％ 

  処遇区分：犯罪傾向が進んでいる男子受刑者（B 指標）、日本人とは異なる

処遇を必要とする男子受刑者（F 指標）、心身に疾患を有し治療が

必要な男子受刑者（M 指標・P 指標）等を収容 

  入所度数：平均４．３回（６回以上が約２８％）（令和３年末時点） 

  再犯期間：２年未満の者が約６３％（令和３年末時点） 

  暴力団加入歴等がある者の割合：約３７％（令和３年末時点） 

  高齢受刑者の割合：約１６％（令和３年末時点） 

  医療上の配慮を要する者の割合：約６４％（令和３年末時点） 

 

３ 施設の特徴  

 ○ 医療重点施設として、一般の刑事施設では対応が困難な医療上の措置

を必要とする被収容者を受入れ 

 ○ 新たに刑が確定した受刑者で、２６歳未満の者及び特別改善指導の受

講に当たり特に調査を必要とする者に対して精密な調査を行う「調査セ

ンター」として、該当する対象者を収容して処遇調査等を実施 

 ○ 心理技官等専門職員による処遇困難者へのカウンセリングを実施 
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（参考）平成１４年名古屋刑務所被収容者死傷事案 

 

１ 事案の概要 

（１）事案１ 

平成１３年１２月１４日、名古屋刑務所の保護室内において、複数の刑

務官が、受刑者Ｘの肛門部に消防用ホースを用いて多量に放水する暴行

を加え、同受刑者を死亡させた事案。 

（２）事案２ 

平成１４年５月２７日、名古屋刑務所の保護室内において、複数の刑務

官が、受刑者Ｙに革手錠のベルトを巻き付けて強く締め付け、腹部を強度

に圧迫するなどの暴行を加え、同受刑者を死亡させた事案。 

（３）事案３ 

 平成１４年９月２５日、名古屋刑務所の保護室内において、複数の刑

務官が、受刑者Ｚに革手錠のベルトを巻き付けて強く締め付け、腹部を

強度に圧迫するなどの暴行を加え、同受刑者に重傷を負わせた事案。 

２ 事案を受けた対策 

（１）行刑改革会議 

 法務省内に行刑改革会議を立ち上げ、同会議の提言に基づいて、受刑者処遇

の在り方の見直しや行刑運営の透明性の確保、人権救済のための制度の整備

などの対策を実施。 

（２）具体的に実施した対策 

ア 法改正 

 監獄法（明治４１年法律第２８号）から改正刑事収容施設及び被収容者

等の処遇に関する法律（平成１７年法律第５０号）へ 

  イ 主な運用上の措置 

   ○「保護房」収容中のビデオ録画等の義務化 

   ○心理技官等専門職員による処遇困難者へのカウンセリングの実施 

   ○受刑者釈放時アンケートの実施及びその結果公表 

   ○矯正施設における死亡事案の全件公表 

   ○行動科学的な視点を取り入れた実務に即した人権研修    など。 
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